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しく欠くことである（傍点原文）39」と定義してきた。このような定義
は今日においても通用しているものと解される 40。









東京高決昭和 60 年 10 月 25 日判時 1181 号 104 頁は、最低売却価額が 3000
万円と定められた不動産競売における買受の申出に際し、買受申出人が入札
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導的判例であるシャーウッド事件 Sherwood v. Walker63 を例に挙げると、生
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争者 A が入札価額欄に実際には 200,000 ドルと記載すべきところ、計上すべ
き項目を計上しなかったことにより 150,000 ドルと記載した場合、A の過失
は重過失とは認定されないが、募集者 B が A の入札価額が最低額であるこ
とに気付き、計算間違いがないか確認するよう A に求めたものの、A は確
認していないにもかかわらず、かつ仮に確認していたのならば錯誤を発見す
ることができたにもかかわらず、確認したと B に伝えた場合、A の過失は
重過失と認定される 65。このほか、典型的には（約款ではない）契約書面を読
まずに契約締結した当事者には、原則として重過失があると判断される 66。
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T. Taylor & Son v. Arlington Indep. School Dist., 160 Tex. 617, 335 S.W.2d 371 (1960), on 
remand, 354 S.W.2d 618 (1962), ref. n.r.e.
66　See , Restatement, Second, Contracts § 157 comment b; see also , Quinn v. Briggs, 172 Mont. 




















より 150,000 ドルと記載した場合、本来ならば 30,000 ドルの利益を見込めた
にもかかわらず、20,000 ドルの損失を被ることになるときには、当該契約の
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錯誤 error in negotio、人に関する錯誤 error in persona、目的物に関する錯
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律行為を無効にする本質的錯誤として法律関係の性質に関する錯誤 error in 
negotio、法律関係の相手方に関する錯誤 error in persona、および法律関係
の客体の同一性に関する錯誤 error in corpore を挙げたうえで、目的物の本
質的性質に関する錯誤 error in substantia は、元来本質的な錯誤ではないが、
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　第二次契約法リステイトメント第 154 条 (a) ～ (c) 項は、狭義のリスク負担






のみならず、例えば売買契約において目的物を「現状有姿 as is で」引き渡





























































88　拙稿・前掲注（43）48 － 54 頁参照。


























90　Stephen A. Smith, Atiyah’s Introduction to the Law of Contract   6th ed., (Oxford 
University Press, 2005), 9-20; Linda MulCahy, Contract Law in Perspective , 5th ed. 
(Routledge/Cavendish, 2008), 25-36; 佐藤正滋「英法と契約自由の原則」金沢法学 33 巻 1・2
合併号（1991 年）9‐ 14 頁、望月礼二郎『英米法〔新版〕』（1997 年、青林書院）320 － 321
頁。契約自由の原則の史的変遷については、P.S. Atiyah, The Rise and Fall of Freedom of 
Contract  (Oxford University Press, 1979) 参照。
91　情報の収集と自己責任に関して、野澤正充「情報提供義務（説明義務）違反」法教 273






















































































































94　Restatement, Second, Contracts, §154, Reporter’s Note; Anthony T. Kronman, ‘Mistake, 
Disclosure, Information, and the Law of Contracts’, 7 J. Leg. Studies 1(1978)（この論文の部
分訳として、アンソニー・T・クロンマン著、鹿野菜穂子訳「錯誤、開示、情報および契約法」
ロバート・A・ヒルマン・笠井修編著『現代アメリカ契約法』（弘文堂、2000 年）所収 382 －
390 頁がある）; また、クロンマン論文を前提としてわが国の錯誤法を経済分析したものとして、
林田清明「錯誤の経済分析（I）（II・完）A.T. クロンマン所説とわが錯誤法」経済論集（大分



























95　See , Daniel Ostas, ‘Postmodern Economic Analysis of Law: Extending the Pragmatic Vision 
of Richard Posner’, 36 Am.Bus.L.J. 193, 193-194 (1998).
96　金森久雄ほか編『経済辞典（第 4版）』（有斐閣、2002 年）498 頁。
97　 常木淳「『法と経済学』―その意味と構造」法セミ 652 号 47 － 48 頁（2009 年）。
98　Gary Minda, Postmodern Legal Movements  (New York University Press, 1995), 88.
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103　Guido Calabresi, The Cost of Accidents: A Legal and Economic Analysis  (Yale University 
Press, 1970) （日本語訳として小林秀文訳『事故の費用』（信山社、1993 年））.




























105　Veljanovski, supra  note 99 at 5-6.
106　Calabresi, supra  note 103 at 136-138 （小林・前掲注（103）155 頁以下参照）. 「最安価費用
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きる者 the better (cheaper) information-gatherer であるのかを判断し、そ
の者に錯誤のリスクを課すことになる。クロンマンはまた、情報が錯誤を予
防できるという見解から、リスクを課すべき者を、よりよく（より安価に）

















107　Kronman, supra  note 94 at 2-4.
108　Id . at 5.
109　Id . at 6-7.































111　Id . at 13-16.
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イトの前提論から着想を得て提唱したことを指摘しているが（See , James Gordley, The 
Jurist: A Critical History  (Oxford University Press, 2013) 265-266.）、ゴードリーが引用する
ウィリストンの体系書においては、前提論への言及は見られない（c.f. Samuel Williston & 






































116　See , Restatement, Second, Contracts §152, comment b.













































































































121　例えば、法制審議会民法（債権関係）部会第 88 回会議議事録（PDF版）17 － 18 頁〔能見善久〕
参照。








た（286、290 － 291 頁）。したがって、本件は買主の「意識的不知」につき、無重過失要件
で斟酌されたものと解される。
123　最判平成 28 年 12 月 19 日集民 254 号 105 頁は、主債務者Aへの融資につき中小企業者を対
象とするセーフティネット保証制度を用いて金融機関 Y と信用保証協会 X との間で保証契
約（以下「本件契約」という）が締結されたが、本件契約締結時に A が中小企業としての
実体を有していなかったことが判明したために、X が錯誤無効を主張した事案である。最高

































1 月 12 日に関する大中有信「判批」金法 2047 号 90 頁（2016 年）参照）、上記①はその点を
「法律行為の内容化」につき規範的に評価したものであるのに対して、上記②は ii) 合意説を
採用したとしてもその点を理由に合意がないことから「内容化」を否定したものと解される
（竹中悟人「判批」ジュリ 1518 号 65 頁（2018 年）参照）。なお、本件では、Yの調査義務に
つき基本契約上の付随義務としたうえで当該義務違反は基本契約上の免責条項に該当するた
め、Xの保証免責を認容しているが、前掲最判平成 28 年 1 月 12 日を引用していることから、
錯誤者Xの調査義務についても（錯誤の無重過失において斟酌するのではなく）基本契約上
の付随義務と構成する立場であることが推測される。（本件をリスク負担から分析するもの






の意思決定の判断基準として (a) 合意、および (b) 意識的不知を、そのよう
な意思決定が存在しない場合に、契約の締結及び内容に関する意思決定の前
提となる情報へのアクセスの容易さによる不利益の分配基準として (c) 裁判
所による配分を設け、他方で契約の締結及び内容に関する意思決定への影響
の大きさを問う基準として②履行の交換への影響の大きさを判断基準として
いる。
　したがって、錯誤を意思決定の基礎となる情報の収集・分析の失敗から表
意者を救済する制度と捉える見解から、アメリカ契約法上の錯誤要件を検討
すると、契約の締結や内容に関する意思決定の前提となる情報につき、狭義
のリスク負担は情報収集の失敗に関する責任負担について主眼を置いた判断
基準であるのに対して、広義のリスク負担は情報分析の失敗による責任負担
の所在について、判断を行う要件ということができよう。そして、広義のリ
スク負担は錯誤の大きさを量的に評価する要件のほかに、錯誤主張者と相手
方につき、別個にそれぞれの態様や錯誤によって受ける影響を評価する要件
を設けており、狭義のリスク負担は情報収集の不十分性に関する両当事者間
の調整について、評価がより明確な量的基準を採用している。それに対して
日本民法においては、動機錯誤の追加的要件と客観的重要性要件において諸
般の事情を総合的に規範的評価するとともに、無重過失要件においても具体
的結果の妥当性を求めた質的評価を行っている。
　以上から、我が国においても錯誤の各要件につき錯誤主張者と相手方の態
様や錯誤によって受ける影響を評価項目として挙げるとともに、規範的評価
を行う際、質的な評価と共に量的な評価も行うことにより、より明確な評価
を行うことができるであろう。もっとも、狭義のリスク負担の統一的原理と
して用いられ得る「法と経済学」の手法に対しては、法学上の問題を解決す
る際に法的推論に代わるものとして抽象的な経済原理を用いることが果たし
て適切であるか、という議論がある。そこで、当事者間の情報の対称性を前
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提とする伝統的な経済理論に対して、どのように情報の非対称性の法論理を
接合させるのかという点が今後の課題となる。
以上
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